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o・ 天然生 山岳林の伐採搬出更新技術 の合理 化に関す る研究

混 合 契 約 に つ い て

吉 良 今 朝 芳

木 梨 謙 吉

は じ め に

近年、伐採跡地、来立木地鉛よび低質材を主とする地域において、その地域肉に所在する立木

ならびに伐採木の末木凄よび枝条などの販売と、その跡地の造林作業の講負とを同一入に一括 し

て契約する方式が、国有林を中心に取り入れられている。これは最近の労働力不足に対応 し、ま

た、未利用の森林資源の活罵を捉進 し人工林への転換を計ろうとする黛的で基本釣には取 り入れ

ら潰ていると考えられる。直接的な混合契約の有利性については述べるまで電なぐ国麿林の場合、

{燦)共通経費の簾減、

(2>直 接事業費の節減

⑤ 直接事業費の筋減による資源の渚用程度

`4)以 上5点 に伴な う立木販売金額の増と遷林事業講負金額の飾約、

(5)更 新問題の短縮

などが上げられているo

この問題の本質は国有林の場合、濁有林経営の合理化促遷計画の一環であろうと考えられるが、

大学演習林について も天然生林を多 ぐもつ地域に涛いては、この混合契約の問題が最近 クローズ

・アヅプしてきたoそ の背景には、木材業者(製 紙、パルプ会社を含む)が 天然林に対する伐採

搬出技術の優位性と保有労鋤力の質的優位性を持つているため、大学演習林が於こなう直営生産

事業に齢いて大学当局としては採算の域に達 しない領域にまでは入つてきて 竜業者側としては採

算性を十分にもつと考えられる場合があるoそ のため、最近では伐採跡地に残存する未木枝条に

対 しての払下げの要望が業者側からかなり強ぐ出されている現状である。また一方では・年々天

然生林伐採地域は奥地化 し、その最奥地に保有する国有林、大学演習林の森林が業者間に論いて、

一つの魅力となつて きていることは事実である。 もともと地欝作業は造林の支障となる 亀のを取

除 ぐことであるから、その支障となる亀のが立木、未木、残材などの場合これ らの未利用材を集

める作業は同時に地持作業の大きな部分 とも解されるo

このような種 たの事唐を頭に訟いて、所謂混合契約について、国有林で採用されている方式を

参考㊨ ながら以下考勲 鰍 てみよう卸)



1.混 合契約の趣旨

先にのべたように伐採跡地、未立木地および低質材を主 とする地域に詮いて、当該地域内に所

在する立木ならびに伐採木の未木および枝条などの販売と、その跡地の遣林作業の請負を同一人

に一括 して契約することが、遣林事業の経費の節減またはその後の造林行為に有利 と認められ、

かつ、森林資源の活用を促進 しうると認めらカる場合に、この契約が活用される。

2.適 用範囲

混合契約の現在知こなわれている適用範囲はつぎのとおりである。

①伐採跡地

(2)未立木地

⑤低質材を主 とする地域

低質材を主 とする地域 とは、低質材が過半をしめている地域を指し、また、低質材とは樹種、

径級、品等、材質などよりみて、一般製材原木に適さない程度の材または一般製材原木と競合

することのない材を指すのである。

5.実 施上の問題点

この混合契約は熊本営林局管内の場合、南九州地域を中心にかなりの件数、数量を数えること

ができるが覗 在までのところこの契糸勺姻 有棚 のみに適用される糊 白勺な ものであっ避2)

文部省においては現在 この方式は採用されていない。そのため実施にあたつては、大学演習林の

場合事務段階で0検 討、特に会計事務処理の方法について、交渉にかなりの日時がかかるであろ

うと考え られるが、一応の混合契約について問題となる点を検討してみた。

(1洛事業の関連性

混合契約は遣林、販売、生産などの各事業に関連するものであるから、各事業を通 じた全体的

な判断が非常に重要性をもつ。つまり、

り 製品生産事業との関連では

混合契約の適用範囲のうちの伐採跡地が、直営伐採事業の跡地であるときは、資材編入の基準、

採材仕様などが重要になつて ぐるので、これ らの問題を中心 とする直営生産事業の実行方法につ

(註1)現 実には、最近国有林の運材伐木の磯械化、全木、全幹集材などの合理化によつて伐

採跡地は地持作業を必要としないほ ど、きれいに集材されている。特に搬出の便のよ

い人工林ではすでに混合契毒こりは不必要となり、むしろ先行立木処分という直営伐採及

跡地萱林のため先行的準備作業の性格の強い方式が多 ぐとられるようになつた。

(註2)農 林省と大蔵省の協議の上て成立 した。



いての検討が必要になつて ぐる。

2)趨 林事業との関連地域における造林労務の実態、遣林畢業の全体的なあ り方、立木などの

鍛出期間と遣林作業の適期との闘連、混合契約によることの有利性などについての十分な検討が

必要であろう。

5)販 売事業との関連については、混合契約の場合、産物の販売のみに係わる契約の場合に比

し、契約の相手方の選定が非弾力的となるので、とぐに低質材を主とする地域に適用するときは、

販売事業全体に及ぼす影響について十分な検討を要するo

(2)混合契約の有利性の判定因子については、①共通経費の節減、②直接事業費の節減、⑤直接

事業費の節減による資源の活用程度、④以上の3点 にともな う立木販売金額の増と遣林事業講負

金額の節減、⑤更新期間の短縮、⑥労務の不足状況の実態などがあげられる。

(5>契約の稲手方の選定な ど

伐採跡地、朱立木地を対象とする場合は、随意契約により、混合契約を適正に履行 しうる業者

を相手方 として選定する必要があろ うし、低質材を主とする地域の場合は、指名競争により、造

林事業 と木材業の兼業者の中から相手方を選定することを原則としているo

このほかに木材業に関する一般資格との関係、立木等の販売量と個別配材基準との関係、地区

内における立木等の販売量と地区別需要部門別総販売量との関係などの検討が実施の段階では必

要 になつて ぐる。

4.事 務処理上の問題点

6)予 定価格の決定

販売の対象とする立木等については販売予定金額、跡地の造林作業の請負については請負予定

鑛 を難U酵 磋 額野 定鵬 として、、る譜5)し かし立木物 騎 繍 作業の講負

に共通する経費は、両考按分 しているoし かしながら①負緬の立木等の評緬は、買受入の立木等

の利用状況、労務事憐鉛よび造林作業と○闘連性を考慮して、特極を舞して販売することが可能

なときは、最低 肇鯉当釦 円としているo② 造林作業の請負予定金額は特懸で販売 した立木等に

ついて買受人が利用すべき部分を澱出した跡地の董林作業所要経費を基準とし、通鴬の販売によ

つた場合における跡地の造林作業所要経費を限度 として買受人の利用状況を勘案して決定 してい

るがその算定方法には功程表の活用をはかり、また標準地調査を知こなつて、それぞれの資料に

(註5)会 計上の手続とし重要なことは、立木販売金は駅入とし、造林作業請負金は支出とし

て独立に取扱われる。 混合契約と云 うからその差額金の受授によつて処理するよう

にとれるが、会計上の収入、支出の独立性はみだされない。



するなど薄こなわれているが、客観性を より高めるためにはかなり○問題が残されていると考え

られる。

②指名競争入札などの場合に於ける決定契約書に記載する立木等の販売金額 と趨林作業の請負

金額の計算式はつぎのようになつているo

このほかに実施段階に夢いては多 ぐの問題がある ものと考えられるし、また宮崎地方演習林な

どの業務担当者などに鉛いて もかな多の研究調査が進められているので、この混合契約について

の実際的研究がこれをきつかけとして演習林業務運営上の一つの参考になれば幸いである。

また参考までに手元に現在まで集められている資料を掲げて誇ぐとつぎのと診りである。

混 合 契 約 に つ い て の 資 料

喋.混 合契約書

2.地 持 事業仕様書

5.見 積書

}
4.入 札書

5.立 木等 買受金額 影 よび造林作業 請負金額

ム 内 訳書

ス 承認基準額

9・予定癒格調書

9.遣 林事業請負予定価格調書

歪a間 接費計算表

11.仮 設経 費計算表

12・()請 貧 作業所要人員計算表

15(一 一郡)完 了届

li4・部 分検査調書

窪5.着 手 届

籍.造 林請 良事業 の監督について

窪ス 地持 監督 沼誌



恨 完了倹査調書

臓 地持事業仕様書

29.造 林事業()の(一 部)完 了検査について

然 現場代理入及び担当技衛者届

22・監督員の還知について

25.請 負金内訳表

鱗 実査復命書

25.請 負金内訳書提出について

2&本 件販売予定緬格を下記の通 夢決定 してよろしいか。

27.立 木販売予定価格評定調書

28.事 業費計算書(施 設費以外)

四 市価算出表

50.用 材薪材明細書

51.市 価算出表(薪 材明細書)

5Z管 内概要

紘 混合契約関係通達集

ム 林業 労働 に関する研究

吉 良 今 朝 芳

昭和4G年 度は育林労務の組織化に関する研究をお こない、 とぐに北海道演習林、営崎演習林

粕屋演習林などの育林労務の実態を把握する一方、その地域の育林労務の実態調査 も同時におと

なつた。その調食績果の一部は β本林学会大会研究発表並びに日本林学会九州支部大会研究発表

で・下記のように報告をおこなつたo

1.育林労務の組織化に関する研究(1)

一 窟崎県椎葉村の調査から 一

2.育林労務の組織化に関する研究(①

一 宮崎県権葉村の調査から 一

5育 林労務・D組織化に関する研究(皿)


